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平成１３年３月期　個別中間財務諸表の概要
                                            　　　　　　             店    平成１2年１１月２２日

　会  社  名         　　ネットワンシステムズ株式会社　登録銘柄
本社所在都道府県　東京都

　　　　コ ー ド 番 号         　　７５１８
　本 社 所 在 地         　  東京都品川区東品川二丁目2番8号
　問 い 合 わ せ 先          　 責任者役職名　常務取締役
  　　　　　　　　　　　氏　　　　名  高垣　將次郎　　　 ＴＥＬ  (０３)５４６２－０８００
　決算取締役会開催日　　平成１２年１１月２２日　　　　　 中間配当制度の有無     有  ・  無
  中間配当支払開始日　　　――――

１．１２年９月中間期の業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）
(1)経営成績                                                         　　　     （単位：百万円未満切捨）

売　　上　　高 営  業　利　益 経　常　利　益

             
12年9月中間期
11年9月中間期

              百万円       %
     21,011       (54.0)
     13,642       (43.7)

              百万円       %
       1,447       (261.5)
   　   400       (235.6)

               百万円       %
       1,451       (256.2)
         407       ( 71.2)

   12年3月期      34,327 　　　        2,688 　　　        2,710 　　　

中間（当期）純利益 １株当たり中間
(当期)純利益

             
12年9月中間期
11年9月中間期

              百万円       %
       700       (200.0)
    　 233       ( 83.2)

       　      　円     銭
  　　　 5,857     85
 　  　　2,964     62

    12年3月期       1,338 　　　         16,894     20
 (注) 1．期中平均株式数　12年9月中間期119,663株　11年9月中間期　78,813株　12年3月期　79,212株
     2．会計処理の方法の変更        有 ・ 無
　　 3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

  　  　　　　円　   銭
12年9月中間期
11年9月中間期

  　  　　　　円　   銭
0 0

          0      0
　

    12年3月期 　　          1,000    0

(3)財政状態
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
12年9月中間期
11年9月中間期

               百万円
37,341
23,536

           　　 百万円
16,457
14,208

                  %
44.1
60.4

              　円   銭
137,100      21
178,469      77

    12年3月期 26,948 15,312 56.8 192,344      22
 (注) 期末発行済株式数　12年9月中間期120,041株　11年9月中間期　79,612株  12年3月期　79,612株
     (額面株式　１単位１株)
２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経常利益 当期純利益 期  末

 
　通　　期

 　　 　　　百万円
　　　48,500

     　　　　百万円
       3,800

             百万円
       3,700

       円   銭
    1,000   0

       円   銭
  1,000   0

 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 30,822 円　80 銭
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[１株当たり中間(当期)純利益及び１株当たり株主資本に関する参考情報]

　１株当たり中間(当期)純利益並びに１株当たり株主資本の期間比較を重視して、平成12年5月22日付をも
って実施された株式分割(額面株式１株を額面株式１．５株に分割)を過年度に遡及して修正再表示した場合
の１株当たりの情報は以下の通りであります。

円 銭 円 銭
 12年9月中間期 5,857 85 137,100 21 119,663 株 120,041 株

 11年9月中間期 1,976 42 118,979 85 118,219 株 119,418 株

 　　12年3月期 11,262 80 128,229 48 118,818 株 119,418 株

１株当たり
中間(当期)純利益 １株当たり株主資本 期中平均株式数 期末発行済株式数
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　(単位：千円未満切捨表示)
期　   別

科　   目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比
　 　　％ 　 　　％ 　 ％

ⅠⅠⅠⅠ 　 　 　
2,785,663 5,152,908 4,843,728
593,262 716,917 420,926

12,375,436 7,512,441 10,503,346
－ 90,311 90,311

28,376 － －
15,215,276 5,969,564 5,643,163
1,302,713 321,885 1,029,019
△27,800 △ 59,100 △77,100
32,272,930 86.4 19,704,929 83.7 22,453,397 83.3

ⅡⅡⅡⅡ 　 　 　
　 　 　

1,372,870 1,219,443 1,279,345
783,341 621,521 584,911
2,156,212 5.8 1,840,965 7.8 1,864,256 6.9
130,870 0.4 207,998 0.9 149,617 0.6

　 　 　
2,031,041 1,228,677 1,273,869
750,885 554,226 1,207,477

－ △100 △100
2,781,926 7.4 1,782,803 7.6 2,481,247 9.2
5,069,008 13.6 3,831,767 16.3 4,495,120 16.7
37,341,938 100.0 23,536,696 100.0 26,948,518 100.0

　 　 　
ⅠⅠⅠⅠ 　 　 　

5,151,036 3,458,371 4,402,660
11,800,000 3,950,000 2,600,000

－ 10,000 　　10,000
518,302 276,525 1,298,624
1,082,425 934,919 739,226
427,600 214,600 296,300

－ 180 180
1,648,655 375,599 2,165,703
20,628,020 55.2 9,220,196 39.2 11,512,694 42.7

ⅡⅡⅡⅡ 　 　 　
143,222 － －

　 112,980 108,030 122,780
70 135 135

256,272 0.7 108,165 0.4 122,915 0.5
20,884,292 55.9 9,328,361 39.6 11,635,609 43.2

ⅠⅠⅠⅠ 2,331,445 6.3 2,244,333 9.5 2,244,333 8.3
ⅡⅡⅡⅡ 9,290,862 24.9 9,203,630 39.1 9,203,630 34.2
ⅢⅢⅢⅢ 69,132 0.2 57,271 0.3 57,271 0.2
ⅣⅣⅣⅣ 　 　 　 　

3,601,544 2,314,544 2,314,544 　
776,624 388,556 1,493,129
4,378,168 11.7 2,703,100 11.5 3,807,673 14.1

ⅤⅤⅤⅤ 388,036 1.0 － － － －
16,457,645 44.1 14,208,335 60.4 15,312,908 56.8
37,341,938 100.0 23,536,696 100.0 26,948,518 100.0

前中間会計期間末 前事業年度末
(平成12年9月30日現在) (平成11年9月30日現在) (平成12年3月31日現在)

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形

当中間会計期間末

売 掛 金
有 価 証 券
自 己 株 式
た な 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産
有 形 固 定 資 産
工 具 器 具 備 品
そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産 合 計
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計
資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

投資その他の資産合計

未 払 法 人 税 等
前 受 金
賞 与 引 当 金

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債
買 掛 金
短 期 借 入 金

負負負負 債債債債 及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

利利利利 益益益益 準準準準 備備備備 金金金金
そそそそ のののの 他他他他 のののの 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計
その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金

比 較 貸 借 対 照 表

（（（（ 資資資資 本本本本 のののの 部部部部 ））））

（（（（ 負負負負 債債債債 のののの 部部部部 ））））

（（（（ 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ））））

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他

流 動 負 債 合 計

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

一年内償還予定社債

固 定 負 債 合 計

新 株 引 受 権
そ の 他

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

任 意 積 立 金
中間 (当期 )未処分利益

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

資資資資 本本本本 金金金金
資資資資 本本本本 準準準準 備備備備 金金金金
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比 較 損 益 計 算 書
　(単位:千円未満切捨表示)

　　　　期　　別
　
　

科 　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比
　 　 ％ 　 ％ 　 ％

Ⅰ 21,011,476 100.0 13,642,415 100.0 34,327,375 100.0
Ⅱ 15,424,562 73.4 9,745,755 　71.4 23,847,931 69.5

5,586,914 26.6 3,896,659 28.6 10,479,444 30.5
Ⅲ 4,139,057 19.7 3,496,101 25.6 7,790,699 22.7

1,447,856 6.9 400,557 3.0 2,688,744 7.8
Ⅳ 41,991 0.2 30,795 0.2 55,234 0.2
Ⅴ 38,584 0.2 23,879 0.2 33,912 0.1

1,451,262 6.9 407,474 3.0 2,710,067 7.9
Ⅵ 49,400 0.3 24,800 0.2 6,800 0.0
Ⅶ 250,134 1.2 2,962 0.0 342,777 1.0

1,250,528 6.0 429,311 3.2 2,374,089 6.9
503,000 2.4 268,000 2.0 1,526,000 4.4
46,560 0.3 △    72,339 △ 0.5 △   490,134 △ 1.4
700,968 3.3 233,650 1.7 1,338,223 3.9
75,656 　 76,620 76,620
－ 　 9,681 9,681

－ 67,280 67,280

－ 1,323 1,323

　776,624 388,556 1,493,129

税効果会計適用に伴うプログラム
等準備金取崩高

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

税効果会計適用に伴う輸入製品国
内市場開拓準備金取崩高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額

特 別 損 失
税引前中間 (当期 ) 純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

売 上 原 価
売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

至 平成12年9月30日 至 平成11年9月30日 至 平成12年3月31日

売 上 高

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度
自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日 自 平成11年4月 1日
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）たな卸資産

　　①商品 　　　　　　  移動平均法による原価法

　　②未成工事支出金 　 　  個別法による原価法

（２）有価証券

　　①子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

　　②その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　        中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

　     移動平均法により算定）

　　　時価のないもの　　　　　    移動平均法による原価法

（３）デリバティブ　　　　　　　　時価法

固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産                定率法

　                                  だだし、賃貸資産については定額法

（２）無形固定資産

　　　自社利用のｿﾌﾄｳｴｱ 　　　社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

　　　販売用ｿﾌﾄｳｴｱ 　    見込販売可能期間(３年）に基づく定額法

（３）長期前払費用 　    均等償却法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金                  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

　　　　　　　　　　　　　　　　 実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については

　　　　　　　　　　　　　　　　 個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

　　　　　　　　　　　　　　　　 す。

（２）賞与引当金                  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　 に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金              従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

　　　　　　　　　　　　　　　　 付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

　　　　　　　　　　　　　　　　 いて発生していると認められる額を計上しております。

                     なお、会計基準変更時差異（154,120千円）については、一括

                                    費用処理し、特別損失に計上しております。

（４）役員退職慰労引当金        役員退職慰労金の支出に充てるため、役員退任慰労金規程に基

　　　　　　　　                   づく中間期末要支給額を計上しております。

４．外貨建の資産又は負債の　　　　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨

　　本邦通貨への換算基準　　　　　に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

　　　　　　　　　　　　　　　　  ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

　　　　　　　　　　　　　　　　　る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約のうち、

　　　　　　　　　　　　　　　　　振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しており

　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段　　　ヘッジ対象

　　　　　　　　　　　　　　　　　為替予約        外貨建購入予定取引

（３）ヘッジ方針　　　　　　　　　取引限度額及び取引権限を定めた社内管理規程に従って、将来

　　　　　　　　　　　　　　　　　購入する業務用資産に係わる、外貨建債務の為替変動リスクを

　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジしております。

７．消費税等の会計処理        税抜方式によっております。

                                    なお、当中間会計期間におきましては仮払消費税等が仮受消費

                                    税等を上回るため、相殺のうえ流動資産の「その他」に含めて

                                    表示しております。

追加情報

1．退職給付会計      当中間会計期間から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会

　　　　　　　　　　　　　　　　計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成10年6月

　　　　　　　　　　　　　　　　16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場

　　　　　　　　　　　　　　　　合と比較して経常利益が10,897千円増加し、税金等調整前中間

　　　　　　　　　　　　　　　　純利益が143,222千円減少しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　また、企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払の額は、退職給

　　　　　　　　　　　　　　　　付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計 　　 当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会

　　　　　　　　　　　　　　　　計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年1月

　　　　　　　　　　　　　　　　22日））を適用し、有価証券の評価の方法について変更しており

　　　　　　　　　　　　　　　　ます。なお、この変更による損益への影響はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、全て投

　　　　　　　　　　　　　　　　資有価証券として表示しております。その結果、流動資産の有価

　　　　　　　　　　　　　　　　証券は90,311千円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

３．外貨建取引等会計基準     当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建

　　　　　　　　　　　　　　　 取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成

                                 11年10月22日））を適用しております。なお、この変更による損

                                 益への影響はありません。
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［注記事項］

（中間貸借対照表関係）

 　　　 　　　 期　　別

 項　　目
  当中間会計期間末
(平成12年9月30日現在)

  前中間会計期間末
(平成11年9月30日現在)

   前事業年度末       
(平成12年3月31日現在)

有形固定資産減価償却累計額       2,698,970千円       1,934,218千円       2,373,365千円

　発行済株式数の増加          ・平成8年7月12日発行の新株引受権付社債の権利行使による発行
  株式数 108株（行使価格 111,111円10銭  資本組入額 55,556円）

・平成12年５月22日付株式分割（1株を1.5株）による発行株式数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 39,806株
・商法第280条ノ19第２項に基づく権利行使による発行株式数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　515株
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(中間損益計算書関係)

当中間会計期間
自  平成12年4月 1日
至  平成12年9月30日

前中間会計期間
自  平成11年4月 1日
至  平成11年9月30日

前事業年度      
自  平成11年4月 1日
至  平成12年3月31日

営業外収益のうち重要なもの

　受取利息　　　 　   2,220千円
　受取配当金           525 千円
  有価証券売却益　    9,289千円
　団体保険配当金　　  6,362千円
　関係会社業務受託収入  5,500千円
　販売奨励金　　　　  5,000千円
  端株買取手数料収入　　 4,489千円
  
営業外費用のうち重要なもの

　支払利息           15,069千円
　為替差損　　　     10,241千円
　新株発行費　　　    9,818千円

特別利益のうち重要なもの

　貸倒引当金戻入益　  49,400千円

 特別損失のうち重要なもの

　過年度退職給付費用 154,120千円
　本社機能一部移転に伴う費用
　　　　　　　　　　91,426千円

　減価償却実施額
　　
　　有形固定資産　　 346,031千円
　　無形固定資産　　  39,554千円

　営業外収益のうち重要なもの
　　
　　受取利息　　　17,787千円

　営業外費用のうち重要なもの
　
　　支払利息　　　14,437千円
　　

特別利益のうち重要なもの

　　貸倒引当金戻入益24,800千円

特別損失のうち重要なもの

  工具器具備品除却損2,962千円

　
  
  減価償却実施額
　
　　有形固定資産 258,458千円
　　無形固定資産  47,624千円

 営業外収益のうち重要なもの
  
　 受取利息　　   21,514千円
   受取配当金        825千円
   販売奨励金     10,000千円
   団体保険配当金  6,438千円

  

 営業外費用のうち重要なもの

　　支払利息　　　24,600千円
　　為替差損　     6,941千円

 特別利益のうち重要なもの
 　
    貸倒引当金戻入益 6,800千円

 特別損失のうち重要なもの
　  
    本社機能一部移転に伴う
    原状復旧費用    52,200千円

　  投資有価証券交換損
                 152,766千円
　  投資有価証券評価損
　　　　　　　    99,999千円
  
 減価償却実施額
 　
　　有形固定資産 809,653千円
  　無形固定資産  92,687千円
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(重要な後発事象)
当中間会計期間　(自　平成12年4月1日　至　平成12年9月30日)

　１．その旨及び理由　　　　　　　　  Cisco Systems,Inc.がArrowpoint Communications,Inc.

                                      　を買収したことに伴い、当社所有のArrowpoint

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Communications,Inc株式が、Cisco Systems,Inc.株式に

　　　　　　　　　　　　　　　    　　交換となり、株式交換益が発生いたしました。

  　

  ２．交換する相手会社の名称 　　  　 Cisco Systems,Inc.

　

  ３．交換資産の種類、交換前の使途　　Arrowpoint Communications,Inc.株式　254,364株、

                                      　新商品の展開及び市場開拓を目的とした株式取得

　

  ４．交換の時期                　　　 平成12年10月10日　(株式受渡日)

　

  ５．交換価額                          Arrowpoint Communications,Inc.株式１株に対し

                                  Cisco Systems,Inc.株式2.1218株を割当られ、当社

　　　　　　　　　　　　　　　 の取得株式数は539,709株、取得価額は3,151,099

                                  千円になりました。これにより3,015,696千円の投

                                  資有価証券交換益が発生したため、当社はこれを平

                                  成13年3月期決算において特別利益に計上する予定

                                  であります。
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（リース取引関係）

         期  別

 項  目

       当中間会計期間
     自  平成12年4月 1日
     至  平成12年9月30日

       前中間会計期間
     自  平成11年4月 1日
     至  平成11年9月30日

       前 事 業 年 度      
     自  平成11年4月 1日
     至  平成12年3月31日

１．借主側
(1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､
   減価償却累計額相当額及び
   中間期末残高相当額

               　（単位：千円）

１．借主側
(1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､
   減価償却累計額相当額及び
   中間期末残高相当額
                              
            　　   （単位：千
円）

１．借主側
(1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､
　減価償却累計額相当額及び
　期末残高相当額

          　　     （単位：千円）

  項 目

科 目

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残    高

相 当 額

 項 目

科 目

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残    高

相 当 額

  項 目

科 目

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

期    末

残    高

相 当 額

工具器具

備    品

315,892 141,661 174,231

工具器具

備    品

296,549 125,958 170,591

工具器具

備    品

334,313 161,721 172,592

そ の 他   
 有形固

 定資産

  6,113     725   5,388

そ の 他   
 有形固

 定資産

  2,317     128  2,188

そ の 他   
 有形固

 定資産

  2,317     321   1,995

合    計 322,006 142,387 179,619 合    計 298,866 126,086 172,779 合   計 336,630 162,042 174,587

リース物件の所
有権が借主に移
転すると認めら
れるもの以外の
ファイナンス・リ
ース取引

(2)未経過ﾘｰｽ料中間期末残高
   相当額

   1年内    64,704千円
   1年超   119,253千円
   合 計   183,958千円

(3)当中間期の支払ﾘｰｽ料、減価
　償却費相当額及び支払利息相
  当額
     支払ﾘｰｽ料
         37,019千円
     減価償却費相当額
         34,521千円
     支払利息相当額
          2,573千円

(4)減価償却費相当額及び利息
   相当額の算定方法
   減価償却費相当額の算定方法
                    ･･･定額法
   利息相当額の算定方法
                    ･･･利息法

                              
(2)未経過ﾘｰｽ料中間期末残高
   相当額
                              
   1年内    61,559千円
   1年超   118,974千円
   合 計   180,534千円
                              
(3)当中間期の支払ﾘｰｽ料、減価
   償却費相当額及び支払利息相
   当額
     支払ﾘｰｽ料
         34,224千円
     減価償却費相当額
         31,976千円
     支払利息相当額
          2,822千円
                              
(4)減価償却費相当額及び利息
   相当額の算定方法
   減価償却費相当額の算定方法
                    ･･･定額法
   利息相当額の算定方法
                    ･･･利息法

(2)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

   　1年内    61,437千円
   　1年超   117,394千円
　　合 計   178,832千円

(3)当期の支払ﾘｰｽ料、減価償却
   費相当額及び支払利息相当額
    
     支払ﾘｰｽ料
         69,122千円
     減価償却費相当額
         64,303千円
     支払利息相当額
          5,572千円

(4)減価償却費相当額及び利息
   相当額の算定方法
   減価償却費相当額の算定方法
                    ･･･定額法
   利息相当額の算定方法
                    ･･･利息法
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         期  別

 項  目

       当中間会計期間
     自  平成12年4月 1日
     至  平成12年9月30日

       前中間会計期間
     自  平成11年4月 1日
     至  平成11年9月30日

       前 事 業 年 度      
     自  平成11年4月 1日
     至  平成12年3月31日

2.貸主側
(1) ﾘｰｽ物件の取得価額、減価償却
累計額及び中間期末残高

               　(単位：千円）

２．貸主側
(1)ﾘｰｽ物件の取得価額､減価償却
   累計額及び中間期末残高
  
              　　（単位：千円）

２．貸主側
(1)ﾘｰｽ物件の取得価額、減価償却
   累計額及び期末残高

         　　    （単位：千円）

  項 目

科 目

取得価額

減価償却

累 計 額

中間期末

残    高

 項 目

科 目

取得価額

減価償却

累 計 額

中間期末

残    高

  項 目

科 目

取得価額

減価償却

累 計 額

期　　 末

残    高

そ の 他   
 有形固

 定資産

395,222 177,566 217,655

そ の 他   
 有形固

 定資産

389,559 111,892 277,666

そ の 他   
 有形固

 定資産

394,274 144,682 249,592

合    計 395,222 177,566 217,655 合    計 389,559 111,892 277,666 合   計 394,274 144,682 249,592

リース物件の所
有権が借主に移
転すると認めら
れるもの以外の
ファイナンス・リ
ース取引

(2)未経過ﾘｰｽ料中間期末残高
   相当額

   1年内    79,440千円
   1年超   192,597千円
   合 計   272,037千円

(3)当中間期の受取ﾘｰｽ料、減価
　償却費及び受取利息相当額
     受取ﾘｰｽ料
         42,449千円
     減価償却費
         32,884千円
     受取利息相当額
          3,556千円

(4)利息相当額の算定方法

   利息相当額の各期への配分
   方法については、利息法に
　 よっております。

                              
(2)未経過ﾘｰｽ料中間期末残高
   相当額
                              
   1年内    76,134千円
   1年超   265,287千円
   合 計   341,422千円
                              
(3)当中間期の受取ﾘｰｽ料、減価
   償却費及び受取利息相当額
     受取ﾘｰｽ料
         39,724千円
     減価償却費
         31,108千円
     受取利息相当額
          4,254千円
                              
(4)利息相当額の算定方法

   利息相当額の各期への配分
   方法については、利息法に
　 よっております。

(2)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

   　1年内    78,236千円
   　1年超   231,787千円
　　合 計   310,024千円

(3)当期の受取ﾘｰｽ料、減価償却
   費及び受取利息相当額
     受取ﾘｰｽ料
        82,006千円
     減価償却費
        63,898千円
     受取利息相当額
         8,299千円

(4)利息相当額の算定方法

　利息相当額の各期への配分
　方法については、利息法に
　よっております。


